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・ 樹林地と同じクールアイランド効果を求める場合、樹林地面積の 1.5 倍の芝地面積、
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得し、その一方で地球温暖化を引き起こした。地球温暖化とは、CO2 や CH4 等の温室効果ガ
ス（Green House Gas : GHG）などが大気中に大量に放出されることにより、地表面からの
赤外線を過剰に吸収し、地表及び大気の温度が追加的に上昇させている現象である。2001 
年に提出された「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」の第 3 次評価報告書 1)によれば
1880 年以降の地球全体の温暖化速度を見ると、1880 年から 1970 年までは地球全体で約
0.6℃/100 年であるが、1970 年以降は約 1.7℃/100 年と約 2.8 倍の速度上昇が見られる（図
1.2-1）。これは、地球規模の経済発展や経済のグローバル化の進展と期を一にしている。
さらに、何も温暖化対策が行われないと仮定した場合、地球全体の平均気温は、GHG 排出シ






められたのは 1980 年代からである。1988 年には IPCC が発足し、世界各国で地球温暖化現
象の実態や社会的影響などが討論され、地球温暖化の予測や対策等に関する世界各国の科
学的・技術的研究成果の収集分析を開始した。それを踏まえ、気候変動枠組条約を採択し、
先進各国は、2000 年までに温室効果ガス排出量を 1990 年の水準に回帰させる政策を講じる
ことが合意された。その後、1997 年に京都議定書が採択され、先進各国は 2008-2012 年の
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- 3 - 
５年間に、日本は 1990 年時点より６％、米国は７％、EU は８％、それぞれ GHG 排出量を削
減させることが合意されるとともに、共同実施、クリーン開発メカニズム、排出量取引な















































全世界 北半球 南半球 線形 (全世界)
図 1.2-1 地球全体の平均気温の変化（1880 年～2003 年）1) 
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の上昇量は 2.3℃/100 年～3.0℃/100 年と温暖化の傾向が見られているが、気温上昇は 1 月
（冬季）が 8 月（夏季）よりも速度が大きくなっている特徴がある。 
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西ベルリンが 0.37、東京（23 区）が 0.3 となり、特にニューヨークでは太陽日射量の７倍














比し 5 倍程度大きい。この温暖化の速度は、日本において高度経済成長の時期である 1970
年代後半から顕著となっており、高度経済成長による都心部への急激な人口増加や工業・
産業の集中化が都市の温暖化を促進させている。 
表 1.2-1 日本の大都市における平均気温の上昇量 
年 1月 8月
札幌 1901年 +2.3 +3.0 +1.5
仙台 1927年 +2.3 +3.5 +0.6
東京 1901年 +3.0 +3.8 +2.6
名古屋 1923年 +2.6 +3.6 +1.9
京都 1914年 +2.5 +3.2 +2.3
福岡 1901年 +2.5 +1.9 +2.1
大都市平均 +2.5 +3.2 +1.8
中小規模の都
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地球温暖化現象とヒートアイランド現象の問題の特徴およびその影響度を比較すると、地
球温暖化は、人類のさまざまな生産活動（たとえば、運輸、産業、農業など）に伴って発


































第 1章 はじめに 















京都 23 区のうち約 77%は宅地や道路等で構成されているとの調査結果があり 3)、東京都区
部全体が熱の吸収源であり放出源となっている。環境省(2001)によると、夏季の日平均顕





均気温の上昇速度は、100 年で 5.61℃である。気象庁 (2004)による東京都における冬日（日
最低気温が 0℃以下）の年間の日数を比較すると、明治初期には年間 50～100 日発生してい













第 1章 はじめに 





































第 1章 はじめに 































第 1章 はじめに 







































第 1章 はじめに 
- 11 - 



























第５章 都市緑 地 の クールアイランド効果の 定量化
樹木の生長を考慮した潜熱フラックス予測モデルの検討





第８章 クールアイランド効果 に配慮 した都市 緑地 の整備計 画立案支援 モデルの 検討









第３章 都市熱環境問 題 における都市緑地 の重要性 の 検証
都市人工排熱解析 都市全体から見た緑化の熱環境緩和効果の検証
地球温暖化の実態


























クールアイランドに配慮 した水 辺環 境再 生
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図 2.1-1 ヒートアイランド現象のメカニズム 1) 
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QGlEHRn ±++=      ・・・・  (2-1) 
 
ここで、Rn は正味放射量、H は顕熱フラックス、lE は潜熱フラックス G は地中伝導熱、
Q は周辺空気塊からの風による移流である。 
 












都 市 域 緑 地 域
R n ： 正 味 放 射 量
H ： 顕 熱 輸 送 量
lE ： 潜 熱 輸 送 量
G ： 地 中 （ 水 中 ） 熱 流 量
Q ： 移 流
R n  ＝  H  ＋  lE  ＋  G  ±  Q
図 2.1-2 都市の熱収支概念図 



















表 2.1-1 熱環境定量化項目 
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図 2.1-3 人工排熱量算出手順 
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武市(2002)は、高知県南国市を対象に 1999 年 11 月から 2000 年 8 月にかけて熱環境現況
調査を実施し、南国市中心部では冬季（12 月～4 月）にかけて島状の高温域を確認してお
り、周辺部との温度差は最大 4℃であることを示している 5)。 
また、他の都市におけるヒートアイランド強度は、越谷市の一部（人口 74,700 人）で 5.5℃
（榊原 1994）6)、長野県小布施町（人口 12,000 人）で 5.4℃（榊原 1999）7)、豊橋市（人
口 352,000 人）で 5.1℃（西尾 1997）8)、長野市（350,000 人）で 4.9℃（榊原ほか 1998）
9)、佐賀市（169,000 人）で 4.6℃（武市 1996）10)、高知市（325,000 人）で 3.9℃（武市













数 100ｍの年の土地利用が分解可能な H(2)モデル、数 km の地方が分解可能な H(3)モデル
に分割する試みをおこなっている 14),15)。 
H(3)レベルでの解析事例としては、Bach（1970）は、1970 年に Cincinaati City とその
郊外で同時に観測したデータを元に、都市環境を垂直方向にモデル化した。これは、日中
に高温の都市中心部の上昇気流と郊外から流入する低速の風による循環流が形成されてい
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いることを示している 28)。また、Akbari et al(1992)は、1986 年に米国を対象として電力
消費量と気温との相関性を検討し、Washington City では 1°F 気温が上昇すると電力消費
























第 2章 既往研究のレビューと温暖化対策の現状の整理 




































少なくなる性質を持っている。その関係は Mitscherlich の法則に従っている 46)。 
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)1()( kteMtx −−=   ････・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (2-7) 
ここで、 x ： 林齢 t 年の時の胸高直径 
 M： 最大胸高直径 
 k： 勾配係数 





東ら(1994)は、山口県の演習林において、1987 年 5 月 7 日観測のランドサット TM デー
タを使用し、スギ，マツ，ヒノキの林齢と NDVI の関連について報告しており 47)、次のよ
うな結論を導いている。 
① 植栽後 2,3 年未満の林地では、伐採直後の裸地状況が残るため、指標値は低い値を
示している。 
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(Penman-Monteith method)も開発されている 49)。 
水谷（1992）は、熊本県阿蘇のスギ人工林を対象に、ヒートパルス法により蒸散量を推
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図 2.2-1 公共事業における環境経済評価 
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表 2.2-1 環境経済評価手法の分類 67) 
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旅行費用法 










































図 2.2-3 消費者余剰によるプロジェクト便益評価 
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表 2.2-2 都市緑地の機能 68) 
第 2章 既往研究のレビューと温暖化対策の現状の整理 
- 29 - 
次に、都市公園の種類については、国土交通省は大規模公園費用対効果分析手法マニュア










































































表 2.2-3 都市公園の種類 
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計している 69)。このほか、干潟の環境経済評価に関しては、鷲田ほか(1998)により 1998 年
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の関係を調査し、道路騒音 1dB 大きくなると住宅の資産価値が約 0.5%低下するとの結果を
報告している 78)。国内においては、山崎(1991)が東京の環状 7 号線沿道の第１種住宅専用






の 0.06%-0.12%の低下、浮遊粒子状物質濃度（SPM）の 1%増加は資産価値の 0.05%-0.14%
低下をもたらすことを示している 76)。また、個別法によるアプローチでは、「ドイツ連邦交
通投資計画 1992」に関する評価指針（RAS-W）では、CH、SO2、NO2 及び SPM それぞ














表 2.2-4 林地の多面的機能の環境経済評価 75) 
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ある。また、産業廃棄物処分場における DDT と PCB などの有毒物質排出訴訟における損
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① 共同実施（Joint Imprementation:JI） 
共同実施は、先進国の２カ国が共同で GHG 削減、または、吸収量回復につながるプ
ロジェクト（森林植栽など）を実施し、削減効果を分け合う制度である。 














































































































表 2.2-5 世界各国における炭素税導入実績（2001 年）78) 
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④ 吸収源活動 
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日があたると白濁するガラス太陽光発電太陽光発電 日が当たると白濁 ラス 
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図 2.3-2 都市緑化事例 
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1990 年の IPCC の第一次評価報告において、大気中の温室効果ガス（二酸化炭素､メタン
等）の増大が地球を温暖化し自然の生態系等に悪影響を及ぼすおそれがあることが示され










（２） COP1(第 1 回締結国会議） 
UNFCCC は 1994 年 3 月に条約が発効したが、公約未達成に対する罰則規定などの法的拘束
力が規定されておらず、また現実的に達成可能な削減目標を規定していなかったなどの問






図 2.3-3 シュツットガルト（ドイツ）をぬける風の道 
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（３） COP3（京都議定書） 
1997 年 3 月に京都で開催された気候変動枠組条約第 3 回締約国会議では、先進国各国の
温室効果ガス排出の削減目的を定めた京都議定書が採択された。また同時に、排出権取引
(Emission Trading、ET)・共同実施（Joint Implementation、JI）・クリーン開発メカニズ















図 2.3-4 地球温暖化に関する国際会議の流れ 79) 
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2.3.2.2 「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC）による評価報告 
IPCC とは、気候変動問題に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate 




















電池技術の進歩などによる技術の進展により世界の GHG 排出レベルを 2010-20 年において
2000 年の水準以下にできる可能性があることを示しており、京都議定書で提示された GHG
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2.3.2.3 京都議定書（COP3） 
京都議定書は、1997 年に京都で行われた気候変動枠組条約第 3 回締結国会議（COP3）に
おいて採択された。 
京都議定書における GHG 削減内容を表 2.3-1 に示す。京都議定書において決定された事項
は大別して以下の２つ挙げることができる。 
・先進各国の CO2排出削減努力 
先進各国は京都議定書の目標年である 2008 年から 2012 年にかけて、法的拘束力のある
GHG 排出量の数値目標を負うことになった。数値目標は、各国の主張を考慮してその削減目














京都議定書は、1) 55 ヶ国以上の国が締結すること、2) 締結した附属書Ⅰ国の合計の二酸
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表 2.3-1 京都議定書の概要 79) 
第 2章 既往研究のレビューと温暖化対策の現状の整理 
- 42 - 
上面積の 20%について屋上緑化を義務付け、国土交通省においても 2000m2以上の建物の屋上
緑化を実施する場合には一定利率の補助金を出すなど、各地方自治体で施策を検討し実施
に移している。表 2.3-2 に、主要な自治体の屋上緑化政策を示す。 
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⑨ 林齢とNDVIとの間には、胸高直径の生長則である Mitscherlichの法則が成立する。 








ローチの 2通りあり、CVM やトラベルコスト法を用いて推定している。 
② 樹木の環境経済評価は、森林が持つ各種公益的機能のうち騒音抑制や大気汚染防止機
能に関してヘドニックアプローチによる推定法は実施されているが、その他の機能に
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用することを検討した。 
図 3.1-1 に研究手順のフロー図を示す。都市計画局 GIS は、平成６年３月時点で利用でき





























1)昭和 58 年横浜市土地利用現況調査による土地利用は、市域面積約 429.9km2のうち都
市的土地利用は約 306.2 km2、自然的土地利用は約 123.7 km2 で、構成比は 71.2 ％
対 28.8 ％となる。 
2）昭和 58 年の都市的土地利用の内訳は、住宅地区約 111.6 km2、商業・業務地区約 11.9  
km2、特殊商業地区約 1.5 km2、工場地区約 28.2 km2、市民サービス施設地区 17.8 km2、
図 3.1-1 人工排熱算出手順 
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都市運営施設地区約 74.8 km2、都市的オープンスペース約 19.8 km2及びその他約40.6 
km2である。 
3)昭和 58 年の自然的土地利用は農業地約 54.4 km2、森林地約 54.3 km2、河川・水面水
路約 8.2 km2及び荒れ地約 7.1 km2である。 
4）土地利用増減は、昭和 53 年から昭和 58 年の５箇年で、埋め立て等により 349.8 ha 増
加。都市的土地利用は、2,325.2 ha の増加、一方、自然的土地利用は 1,975.4 ha 減
少している。 
 
 昭和 59 年の建物利用現況調査における市全体の建築面積総計は約 60.5 km2 で、「住宅１」
（一戸建住宅）が約 28.5 km2（構成比 47％）で建築面積の大半を占めており、次いで「住
宅２」（共同住宅等）が約 8.0 km2（構成比 13.2％）、軽工業施設が約 4.6 km2（構成比 7.6％）
という順になっている。建築面積は昭和 54～59 年までの５箇年間で約 7.9 km2増床してい
る。また、昭和 59 年の延床面積総計は約 112.4 km2で、「住宅１」（一戸建住宅）が約 41.3 km2
（構成比 36.7％）で最も大きい。次いで「住宅２」（共同住宅等）が約 25.5 km2（構成比
22.9％）、軽工業施設約 7.1 km2（構成比 6.4％）という順になっている。昭和 59 年におけ
る本市全体の建物の平均階数（建物延床面積総計／建築面積総計）は 1.9 階である。道路
面積は総計で 54.5 km2あり、そのなかで幹線道路が 6.5km2 （構成比 10.3%）、一般道路が








ー量は 102.9 百万 Gcal･yr-1、有効エネルギー消費量は 38.4%の 39.51 百万 Gcal･yr-1、エネ
ルギーロス（排熱）は 48.4%の 49.8 百万 Gcal･yr-1である。市内に立地する発電所、LNG 基
地等において生産された電力、ガスは優先的に市内への供給に割り当てられると考えるが、
横浜市は電力、都市ガスともに、市内生産量が消費量を上回っているため、余剰分（電力: 





量の合計は 92.6 億 kWh で、ガスの消費量は 21.1 百万 m3である。石炭及び石油については
市内における転換、精製等は考えず、「消費量＝投入エネルギー量」として取り扱う。第一
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横浜市で特徴的な電力用エネルギーは、天然ガス(22.34 百万 Gcal･yr-1)、石油(6.791 百
万 Gcal･yr-1)、石炭(7.512 百万 Gcal･yr-1)から供給されるが、発電時に大量のロスを伴い、









横浜市の非発電用エネルギー消費（ 65.65 百万 Gcal･yr-1）は全国消費量の約２％程度を
占め、特徴としては、家庭用のエネルギー消費の対全国比率（2.9％）が大きい。横浜市に
おけるエネルギーの効率的利用を考える上で、産業用エネルギー消費の伸びと効率の両者
図 3.1-2 横浜市エネルギーフロー 
単位：％ 
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課題となっている。横浜市内の発電用を除くエネルギー消費量 65.65 百万 Gcal･yr-1を総人
口の 3,250,887 で割ると、市民一人当たり 20.2Gcal･yr-1・人-1のエネルギー消費になる。
人工排熱量は 15.3Gcal･yr-1･人-1である。 
 















今回、GIS メッシュ・データ（昭和 59 年）をベースに計算した都市計画的土地利用区分
にもとづく建築用途別の延床面積に換算した都市人工排熱の原単位(Gcal･yr-1、W･m-2)は、
横浜市環境保全局（1991）のエネルギー統計データを基礎数値として用いた 3)。第一次エネ
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（１単位は 250m×250m のサイズで合計 7,394 メッシュ）の建物用途分類にもとづく都市的
土地利用面積とを組み合わせて人工排熱を算出する。図3.1-3に人工排熱面分布を、表3.1-2
都市的土地利用別の人工排熱量算定結果を、表 3.1-3 に土地利用区分別の人工排熱を示す。 
住宅系の排熱量は合計で 6.46×106Gcal･yr-1となり全体の 30.4%を占め、その内訳は、低
層住宅;3.17×106Gcal･yr-1、2) 中層住宅; 1.96×106Gcal･yr-1、文化・宗教施設; 1.32×
106Gcal･yr-1である。商業施設系の排熱量は合計で 5.92×106Gcal･yr-1となり全体の 27.9%
























（Wm-2） 10.1 10.1 70.2 57.2 33.7 44.8 32.4 75.6 43.2













（Wm-2） 39.5 68.9 38.3 19.4 19.4 28 28 21.8 135.1











表 3.1-1 土地利用別人工排熱原単位一覧 
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図 3.1-3 人工排熱面分布（横浜市、1992 年） 
土地利用面積 延床面積 人工排熱量
(m2) (m2) (Gcal・yr-1）
低層住宅地区 99,040,576 41,263,188 3,172,809
中層住宅地区 14,811,030 25,532,040 1,963,210
高度商業地区 720,881 4,365,986 2,322,502
一般商業地区 2,528,574
店舗併用住宅地区 6,800,304
商業・業務併用中層住宅地区 1,652,577 4,517,574 1,533,581
業務地区 7,690,101 4,428,691 1,086,801
宿泊施設地区 372,832 401,537 229,920
娯楽・遊技施設地区 902,963 913,708 298,965
工業併用住宅地区 1,043,797 1,642,470 491,736
工業地区 23,040,797 12,512,930 6,530,298
公共業務地区 商業系 1,507,911 1,531,658 444,778
教育施設地区 12,431,648




運輸･流通施設地区 12,095,211 5,182,007 856,254
供給･処理施設地区 4,648,231 963,346 985,810
その他 在日米軍基地 5,060,284


















表 3.1-2 都市計画的土地利用区分別人工排熱量（昭和 59 年） 
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が 1.2、冷暖房の需要が少ない春は平均以下で 0.8-0.9、盛夏の８月は年平均の 1.0 である。
夏の甲子園の高校野球のころに電力需要が最大のピークになるのは時間単位の瞬時のこと







































表 3.1-3 用途区分別人工排熱割合 
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
人工排熱量（Gcal） 
図 3.1-4 横浜市人工排熱量の月変化 
月 
第 3章 都市熱環境問題における都市緑地の重要性の検証 




















解能 5m）を UTM 座標系に変換する。2)LandsatTM データより算出される植生指標(NDVI)と
地表面放射輝度（Band6）との関係を調査し、NDVI を指標とした関係式を検討する。次に、
3)土地利用図と LandsatTM データとを比較し、LandsatTM の 1 ピクセルすべてが樹林地であ
る画素、また、LandsatTM の 1 ピクセルすべてがｺﾝｸﾘｰﾄ・ｱｽﾌｧﾙﾄである画素の NDVI を算出
する。4)土地利用を変化させた場合（ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｱｽﾌｧﾙﾄから樹林地、緑地からｺﾝｸﾘｰﾄ・ｱｽﾌｧﾙ
ﾄ）における NDVI を推定する。最後に、5)NDVI と赤外放射輝度との関係式より土地利用を
変化させた場合の赤外放射輝度を推定する。図 3.2-1 に、検討手順を示す。 
 
3.2.2 解析使用データ 








Landsat TM パスーロウ107-35 30ｍ 1984年8月16日
5m 1984年土地利用図
データ名
表 3.2-1 解析使用データ 
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ある。Band6 から赤外放射輝度へと換算する変換式は、Landsat の供用元である NASA から
図 3.2-1 土地利用を変化させた場合の熱環境予測手順 
第 3章 都市熱環境問題における都市緑地の重要性の検証 
- 56 - 






VRRRR ×−+=  ・・・・・ (3-1) 
































図 3.2-2 赤外放射輝度分布図 図 3.2-3 NDVI 分布図 
-0.30 0.44 NDVI 307 322 赤外放射輝度 
（K） 
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3.2.4 植物活力度（NDVI）と Band6 の関係調査 
画像上でランダムにサンプリングをおこない、このサンプリング地点における植物活力度
と地表面温度を算出し比較をおこなった。図 3.2-4 に NDVI と地表面温度との相関関係を示
す。本図の分布の特徴として大体 NDVI が上昇すると共に地表面温度は低下しているが、直
線的な低下ではなく多次曲線的であることが読みとることができる。また植物活力度が
0.05 以下の場合、地表面温度と NDVI の関係はあまりないことがわかった。 
次に、どの次元の曲線が本分布図をよく表現しているかの検討を統計ソフトで行った。そ






















971.318911.2307.1701.40038.45 234 +−−+−= xxxxK）赤外放射輝度（ ・・(3-3) 
相関係数 R=0.6458 













-0.1 0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 
NDVI 
図 3.2-4 植物活力度（NDVI）と Band6 の関係 
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1. LandsatTM の 30m メッシュ全体の植物活力度（NDVIold）を算出する。 





都市域の変化分緑地域の変化分 +−= oldnew NDVINDVI  
都市域を緑化させる場合 
都市域の変化分緑地域の変化分 −+= oldnew NDVINDVI  
 
緑地域の変化分 = (EP*0.5)/36 ・・・・・ (3-4) 






状（気温換算：30.22℃）より -0.32 ℃（気温換算：30.12℃）, -0.89℃（気温換算：29.96℃）
低下する。反対に緑地を 10%, 20%市街化させた場合、地表面温度は平均でそれぞれ +0.30 ℃
(気温換算：30.30℃), +0.53 ℃（気温換算：30.37℃）増加した（図 3.2-5）。 
次に、横浜市の中心部である中区を対象に緑被率を現況からさらに 15%増加させるケース
について検討すると、屋上緑化による緑葉の潜熱フラックスの増加により夏季に地表面温
度が区全体で平均 0.8℃低下する効果が予測された（図 3.2-6）（図 3.2-7）。 
日本の大都市圏の８月の平均気温は 100 年間で 1℃～2℃上昇している。しかし、シミュ
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図 3.2-5 土地利用の改変による赤外放射輝度予測（横浜市） 
図 3.2-6 土地利用の改変による赤外放射輝度予測（横浜市中区） 
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図 3.2-7 土地利用の改変による赤外放射輝度予測結果（横浜市中区） 
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図 3.3-1 ニュータウンにおける三次元乱流モデルによる熱環境シミュレーション 
熱伝導率 熱容量 蒸発能
(Wm-1k-1) Jcm-3k-1 -
山林 1.2 3.8 0.9
田 1.8 4.5 1.5
畑 0.8 2.5 0.7
造成中地 0.6 1.8 0.3
空き地 0.4 3.0 0.4
工業用地 0.2 1.8 0.0
住宅地 0.4 1.8 0.1
商業 0.2 1.8 0.0
道路 0.4 1.8 0.0
公園 0.8 3.8 0.8
公共用地 0.2 1.8 0.0
都市計画的
土地利用区分
表 3.3-1 都市計画的土地利用区分と熱伝導率、熱容量、蒸発能 
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・ 横浜市の人工排熱は、1) 都市計画的土地利用/建築物から発生する 59W･m-2、2) 自動















合、地表面温度は現状（気温換算：30.22℃）より -0.32 ℃（気温換算：30.12℃）, 
-0.89℃（気温換算：29.96℃）低下する結果となった。横浜市の平均気温は 100 年間
で 2.6℃上昇している。しかし、シミュレーション結果から、市街地の 20%を緑化す
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図 4.1-1 都市緑地のクールアイランド効果のメカニズム 
第 4章 都市緑地のクールアイランド効果の評価モデル 






の増加効果について、クスノキを対象に航空機 MSS から算定できる NDVI を用いてモデル化







図 4.2-1 クールアイランド効果の評価手順 
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合のクールアイランド効果の影響、の 2 点とした。 
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表 5.1-1 多摩中央公園の被覆構成 
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5.1.2 都市公園を対象とした熱環境調査 
熱環境調査は、都市緑地のクールアイランド効果を評価する目的から、夏期の晴天日を選
んで実施した。気象観測は 1994 年 8 月 26 日（金）23:00 から開始し、28 日（日）3:00 で
終了した。27 日の日平均気温は 27.2℃、平均風速 3.0m であった。定点観測は、多摩中央
公園内の芝地の中心部と樹林地内および福武書店屋上（観測高度 113.6m）にて行った。ま
た、移動観測は、公園内（池の周囲と公園周辺）・街中（歩道と周辺一般道路）・周辺の市
街地（車による移動観測）の 5 種類行った。地点毎の観測項目を表 5.1-2 に、使用機器の一
覧を表 5.1-3 に示す。芝地の定点観測では、気温と相対湿度については地表面付近（0.1m）
と高度 1.5m の 2 高度にて、地温も-0.05m と-0.10m の 2 深度にて毎時の測定を行った。な
お、現地調査に併せて、多摩中央公園の北西部に位置する交通公社の駐車場より、24 時間





































周辺の市街地（車の移動観測） ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ―
公園内（公園周辺） ○ ○ ― ― ― ― ― ― ― ―
街中（周辺一般道路） ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ○ ―
街中（歩道） ○ ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ―
福武書店屋上 ○ ○ ○ ― ― ― ― ― ― ―
駐車場 ― ― ― ○ ― ― ― ― ― ―
森林 ○ ○ ― ○ ― ― ― ― ― ―
芝地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ○  





















表 5.1-3 使用測器一覧 
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現地気象観測の結果、全天日射量は 6 時から正の値を示し、12 時に最大値 781W･m-2を示
した。同じく正味放射量は最大値出現時刻 12 時で 616W･m-2であった。長波放射量の日変化
はほとんどなく、昼夜ともに 400W･m-2 程度であった。地表面付近の気温は、全天日射量の
増加とともに増加・減少しており、最大値は 12 時の 35.1℃であった。また、1 時間遅れで
高度 1.5m の気温が最大値となり 32.4℃を記録した。この時間のずれは、太陽放射エネルギ
ーがまず地表面を暖め、その一部が大気や地面を暖めるのに費やされるために起きるもの
で、地温についても同様の現象が認められた。深度-0.05m の地温は 15:00 に最大値 30.2℃
となり、深度-0.1m の地温はさらに 2 時間遅れで最大値 28.5℃を記録している。なお、気
温や地温に比べ、水温は日変化が小さい。これは地表面の熱物理特性に依存している。土


















(3)  コンクリート・アスファルト系の人工構造物は、夜間でも地表面温度は 27℃以上と高
い水準にある。これは、昼間太陽光によって十分暖められた表面が夜間徐々に放熱し、
明け方まで続くので結果として地表面温度が低下しない原因となっている。 
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図 5.1-3 熱収支算定フロー 
第 5章 都市緑地のクールアイランド効果の定量化 





 )( 6.1136.113 TTUCCH shp −= ρ  ・・・ (5-3） 
























 ・・・ (5-4) 






















表 5.1-4 土地被覆別地表面物理特性 1)～5) 
土地利用 アルベド 射出量 地面修正量(m) 粗度長(m) G/Rn
樹林地 0.16 0.99 0.10 3.50 0.08
芝地 0.16 0.99 0.09 0.20 0.10
浅い水面 0.09 0.99 0.00 0.00 0.65
裸地 0.35 0.98 0.02 0.15 0.20
ｺﾝｸﾘｰﾄ･ｱｽﾌｧﾙﾄ 0.30 0.96 - - 0.35  
第 5章 都市緑地のクールアイランド効果の定量化 
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図 5.1-4 土地被覆別熱収支計算結果（多摩中央公園、1994 年 8 月 27 日） 
コンクリートアスファルト 浅い水面 
樹林地 芝地 
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樹林地 芝地 水面 裸地 ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｱｽﾌｧﾙﾄ
潜熱フラックス
(Wm-2)
518.77 401.27 230.47 108.00 0.00
蒸発散量(mmh-1) 0.75 0.58 0.33 0.16 0.00
日全体 蒸発散量(mm) 5.28 3.90 2.43 0.87 0.00
12時
 
表 5.1-5 土地被覆別潜熱輸送量算定結果（多摩中央公園） 
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図 5.2-1 解析対象地（石土池） 
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て、池の西部と南部はハス、東部はヒシとアサザの混合、池の岸に沿ってホテイアオイが




















































表 5.2-1 湖面被覆面積（2003 年 8 月）









（芝） ○ ○ ○ ○ ○ ○
ホテイアオイ ○ ○ ○ ○ ○
ﾋｼ・ｶﾞｶﾞﾌﾞﾀ ○ ○ ○ ○
ハス ○
水塊 ○ ○ ○ ○
表 5.2-2 熱環境観測項目 
植生のない水面 
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図 5.2-3 熱環境調査の概要 
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第 5章 都市緑地のクールアイランド効果の定量化 






















第 5章 都市緑地のクールアイランド効果の定量化 






































































図 5.2-6 湖面被覆別熱収支計算結果（石土池、2003 年 9 月 3 日） 















ﾎﾃｲｱｵｲ ﾋｼｶﾞｶﾞﾌﾞﾀ ハス 水面
潜熱フラックス
(Wm-2)
249.80 162.86 227.18 99.18
蒸発散量(mmh-1) 0.36 0.23 0.33 0.14
日全体 蒸発散量(mm) 3.14 2.20 2.83 1.63
12時
 
表 5.2-3 湖面被覆別潜熱輸送量算定結果（石土池） 
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常緑樹の計測事例は少ない。石津ら(1986)は、名古屋の夏季(8 月 28 日)の快晴（最高気温
34℃、湿度 50％）の気象条件下におけるクスノキの蒸散量を測定した結果、日平均で 0.45mm･
h-1を推定している 7)。この場合、名古屋の日照時間（13 時間）を考慮して日蒸散量を推定
すると、5.85mm･day-1に相当する。また、原薗ら(1988)は、1988 年 7 月 15 日に滋賀県の希
望が丘公園を対象にクスノキと同じ常緑樹であるヒサカキを対象に潜熱フラックスをバル













計測した事例は、12 時時点の潜熱フラックスは 450W･m-2（蒸散量:0.65 mm･h-1に相当）、正
味放射が 800W･m-2を得ている 8)。また、筆者らは、高知工科大学の学内敷地を対象に 2004
年8月12日（最高気温31.5℃）に熱環境調査を実施し、12時時点の潜熱フラックスが517.9W･
m-2（蒸発量：0.75 mm･h-1に相当）、正味放射量が 621.5W･m-2と算定した 9)。野島（2001）は、
東京都千代田区麹町のビル屋上の芝地（コウライシバ）を対象に 1997 年 9 月 2 日（最高気
第 5章 都市緑地のクールアイランド効果の定量化 
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温 32.2℃）に熱環境調査を実施し、コウライシバの蒸散量として日平均 0.19 mm･h-1を算定
した 10)。なお、この計測結果は１日あたり 2.28 mm･day-1に相当する。 
正味放射に占める潜熱フラックスの割合を見てみると、原薗らによる調査結果は 0.560、











成田ら(2001)は、1999 年 8 月 19 日に東京都隅田川を対象に河川水面を対象とした熱環境
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ほとんど０である。水域での熱環境調査(2003 年 9 月 3 日)周辺の気象状況を見てみる








第 6章 都市緑地のクールアイランド効果の予測 
- 85 - 
















化する。次に、②航空機 MSS で計測したクスノキの NDVI と対象木の胸高直径との関係を
調査し、クスノキの胸高直径と NDVI の関係モデルを構築する。さらに、③胸高直径の異
なるクスノキを３本選定し、クスノキの NDVI と潜熱フラックスとの関係より、NDVI を
パラメータとした潜熱フラックス算定式を検討する。最後に、④クスノキの樹齢と胸高直










図 6.1-1 樹木の生長を考慮したクールアイランド効果予測モデル検討手順 
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)1()( kteMtx −−=  ・・・ (6-1) 
ここで、 x ： 林齢 t 年の時の胸高直径 
 M： 最大胸高直径 
 k： 勾配係数 
 t： 林齢（年） 
 






















樹齢 胸高直径 樹高 年輪幅




20 16.0 7.65 4.85
25 21.0 9.80 6.36
30 26.0 11.90 7.88
35 31.0 13.60 9.39
40 35.5 14.40 10.76
45 40.4 15.35 12.24
50 55.9 16.00 16.94
表 6.2-1 クスノキの胸高直径と樹齢の関係２） 
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表 6.2-1 より樹齢と胸高直径との関係を一次式で回帰した場合、式(6-2)が得られる。 
 405.97917.0 +×= xt  ・・・ (6-2) 
なお、本関係式の適用限界は、16.0cm < 胸高直径(x) < 55.9cm であり、これを樹齢に換
算すると、22＜t（年）＜54 である。 
ここで、t は、林齢（年）、x は胸高直径（cm）であり、相関係数(r)は 0.970 である。ク
スノキの胸高直径を計測することにより概略的に樹齢を推定することができる。 
 
6.2.2 航空機 MSS データを用いた NDVI をパラメータとした樹木（クスノキ）の生長モデ
ルの構築 
一般に都市レベルの地表面観測には、地上分解能が 30m の LandsatTM が用いられ、農
業分野や資源探査分野、森林分野など多岐にわたり適用され効果をあげている。しかし、
リモートセンシング技術の樹木レベルの解析に際しては、樹冠幅が LandsatTM の 1 画素よ
りも小さいため、より地上分解能の細かいデータが必要になる。そこで、本論では、航空
機 MSS により、地表面データの取得を行った。 
 








観測実施日 ：1995 年 8 月 16 日 
データ取得時間 ： 第１サイクル 9:58～10:08 
   第２サイクル 12:09～12:20 
使用センサー ：AT-5M 
  Band1:0.40～0.46μm 
  Band2:0.53～0.57μm 
  Band3:0.65～0.70μm 
  Band4:0.95～1.10μm 




航空機に MSS（Multi Spectral Scanner）を搭載し、多摩ニュータウン周辺を対地高度約
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胸高直径とそのクスノキに対応する航空機 MSS から算出した NDVI との関連を調査した。な






−=  ・・・・ (6-3) 
 
ここで、 NDVI： 正規化植生指標（無次元） 
 Bandi： 航空機 MSS のバンド（輝度値） 
 
なお、地上分解能 1.2m の精度になると、一般的なクスノキの樹冠幅よりも航空機 MSS の
地上分解能の方が細かくなり、一本の樹木の樹冠が複数ピクセルで構成されることになる。
そこで、当該樹木の NDVI として、樹木が分布していると考えられる複数ピクセルのうちも
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っとも NDVI が高いピクセルとした。図 6.2-1 に多摩中央公園周辺に分布しているクスノキ
の胸高直径と航空機 MSS から算出した NDVI との関係図を示す。 
 
 
図 6.2-1 を Mitscherlich の生長則で回帰すると、式(6-4)が得られる。 
( ))032.0042.0exp(0.1641.0159.0 +−−×+= xNDVI   
 ・・・ (6-4) 
但し、相関係数(r)は 0.52 である。さらに、式(6-2)と式(6-4)を組み合わせると、クスノキ
の樹齢と NDVI の関係が式(6-5)のとおり導き出される。 
 ( )))10(053.0exp(0.1641.0159.0 −×−−×+= tNDVI        


















15 17 19 21 23 25 27 29 31
胸高直径（cm） 
NDVI 
図 6.2-1 クスノキの胸高直径と NDVI との関係 
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6.2.3 樹木（クスノキ）の NDVI と潜熱フラックスとの相関性検討 
1995 年 8 月 16 日に実施した現地気象観測データ（樹冠部における気温データ及び航空
機 MSS 画像の熱バンド）から、クスノキの樹冠部における潜熱フラックスの算定を行い、




・データ取得時間：1995 年 8 月 16 日 10 時～12 時 
・データ取得頻度：5 分間隔 
・観測対象クスノキ：胸高直径 16cm、20cm、並木（25cm） 

















クスノキ（単木） 16 387 401
クスノキ（単木） 20 308 487
クスノキ（並木） 25 407 526
潜熱ﾌﾗｯｸｽ(Wm-2)樹木 胸高直径(cm)
表 6.2-2 潜熱フラックス計測結果（クスノキ、1995 年 8 月 16 日） 
第 6章 都市緑地のクールアイランド効果の予測 






xeE 4002.167.212 ×=l  ・・・ (6-6) 
 








面、芝地、樹林地の３項目について、12 時の潜熱フラックスの現状及び 20 年後の状況を
1995 年 8 月に観測された多摩中央公園における熱環境調査結果より推定した。推定法は、
浅い水面と芝地については 1995 年 8 月の観測結果が今後 20 年間継続すると仮定して算出
した。また、樹林地のクールアイランド効果の推定に当たっては、多摩中央公園のクスノ










0.3 0.35 0.4 0.45 0.5 0.55 0.6 0.65
 NDVI 
潜熱ﾌﾗｯｸｽ(Wm-2) 
図 6.2-2 NDVI と潜熱フラックスの関係（クスノキ、1995 年 8 月 16 日） 
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場合、芝地 1.5、樹林地は 2.0 であった。20 年後樹木が生長することにより、潜熱フラッ






浅い水面 230 230 1
芝地 401 401 1.5
樹林地





表 6.3-1 土地被覆別の 12 時の潜熱フラックスの現状及び将来予測（20 年後） 
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第 7 章 クールアイランド効果の環境経済性 
地球上では環境破壊に伴う地球温暖化が深刻になってきている。1997 年 3 月に地球温暖
化防止京都会議が開催され、先進各国では温室効果ガス（GHG） 排出削減の数値目標を提




























・ 環境経済評価の評価時点：2003 年 9 月 3 日（熱環境調査日） 
・ 評価使用クールアイランド効果：午前 12 時の時点の蒸散量（表 7.1-1） 
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 図 7.1-1 クールアイランド効果の環境経済性評価の推定法 
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Req_cooler = Per / Abi_cooler ・・・ (7-1) 
Per = ET * Hv / Eh ・・・ (7-2) 
 
ここで、 Req_cooler : 潜熱エネルギーのクーラー換算 
 Per : 水草を含む水域の潜熱エネルギーの電力換算 (kWh)   
 ET : 水草を含む水域の蒸発散量 (g･hr-1)  
 Hv : 水の気化熱 =583cal･g-1 (constant)  
 Eh :1(kWh)あたりの電力を利用して得られる熱量 =860kcal (constant) 




塊が気化する際に必要なエネルギーは約 39.2 万 kWh と計算された。このエネルギー量は、
一般家庭用クーラ （ー８畳用、2.5kW）、約 13,000 個分に相当するエネルギー量に相当する。 
 
（２） 電力を生産する場合に必要となる CO2排出量の推定 
現状の石土池の CO2 排出削減効果は、（１）で推定した石土池のクールアイランド効果の
エネルギー換算結果と、現状のエネルギー使用量とエネルギー種別炭素排出量より算定し
た現状の CO2排出実績値を乗じることにより予測した（式 7-3）。 
 
Ex_CO2  = Unit_CO2 * Per ・・・ (7-3) 
 
ここで、 Ex_CO2 : ｸｰﾙｱｲﾗﾝﾄﾞ効果による CO2排出削減ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ(t･hr-1) 
 Unit_CO2 : 現在の発電割合に応じた単位 kWh あたりの CO2 排出量 
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=382.434g(kWh)-1 (constant) 
 Per：水草を含む水域の蒸発散による一次エネルギー消費軽減ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ(kWh)  
 
現在の発電割合に応じた単位 kWh あたりの CO2排出量の推定にあたっては、発電実績によ
る各種電源別の CO2排出原単位に 2001 年の発電実績を乗じて算出した。表 7.2-2 に、各種
電源別の CO2排出原単位および 2001 年の発電実績を示す。表 7.2-2 より、2002 年の発電実










7.2-3 より、多様な植生を持つ石土池の夏の 1 日当たり家庭用の空調機を想定した CO2削減
量は 149.97t-CO2と予測され、この蒸散効果が夏季連続(90 日)して続くと仮定して試算した
夏季全体の CO2 軽減効果は、13,497t-CO2 と予測される。現在、高知県では、地球温暖化対




電源 水力 石炭火力 石油火力 LNG火力 原子力 地熱その他
CO2排出原単位
（g-CO2/KWh)
11 742 742 608 22 15
発電割合 %
(2002年実績） 9.5 20.5 7.9 26.8 34.6 0.7
表 7.2-2 各種電源別の CO2排出原単位および 2001 年の発電実績 
表 7.2-3 エネルギー消費軽減による炭素排出削減ポテンシャルの推定結果 
149.97 8.36 28.35 59.89 32.27 21.10 CO2排出量換算(t/日)
水塊 合計湿地ﾊｽﾋｼﾓﾎﾃｲｱｵｲ
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Ex_C = Ex_CO2 / 3.67 ・・・ (7-4) 
C_Tax = Ex_C * Tax ・・・ (7-5) 
 
Ex_C : 炭素排出量(t･day-1) 
Ex_CO2 : CO2排出削減量(t･day-1) 
C_Tax : 炭素税換算 (円･day-1) 










表 7.3-1 石土池のクールアイランド効果の環境経済性評価結果（2003 年 9 月 3 日時点） 
23.19 
水塊
122.70 6.84 49.00 26.40 17.26炭素税換算(万円/日)
合計湿地ﾊｽﾋｼﾓﾎﾃｲｱｵｲ
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図 8.1-1 クールアイランド効果に考慮した都市緑地計画の流れ 
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 気温低減ポテンシャルの評価時点は 12 時 
 樹林地は樹齢 22 年の樹木を植栽し、6 章よりモデル構築の適用限界である





 ・・・・・・ （8-1） 
 
図 8.1-3 気温低減ポテンシャルの概念図 
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 6060××=
L






ρ  ・・・・・・ (8-3) 
sTLE 24001050.2
6 −×=  ・・・・・・ (8-4) 
( )ss TTe +×= 3.2375.7101078.6  ・・・・・・ (8-5) 
 
ここで、 T：気温低下量（℃）：AE：蒸発潜熱（cal･day-1），Cp：空気の定圧比熱（気



























都 市 緑 地 が 持 つ 総 蒸 散 量 の 推 定
単 位 蒸 散 量 の 投 与
気 温 低 下 関 数 式
密 度空 気 の 体 積空 気 の 比 熱
気 温 低 減 エ ネ ル ギ ー
気 温 低 下 量 （ ℃ ） ××=
気 温 低 減 エ ネ ル ギ ー =  気 化 潜 熱 × 蒸 散 量
T2 4 0 01 05 0.2 6 −×=気 化 潜 熱
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+= 1 5.1 0 1 33 7 8.011 5.2 7 3
1 5.2 7 32 9 3.1 e
T
密 度
)3.2 3 7(5.71 01 0 7 8.6 TTe +×=
蒸 散 量 > 0
現 在 の 気 温 = 現 在 の 気 温 -気 温 低 下 量
蒸 散 量 = 蒸 散 量 -単 位 蒸 散 量
N o
都 市 緑 地 の
気 温 低 減 ポ テ ン シ ャ ル
Y e s
 
図 8.1-4 気温低減ポテンシャル算定手順 
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ルを式(8-1)～式(8-5)より算出した。表 8.1-2 に境界条件を 100m とした場合の芝地と浅い
水域の単位面積当たりの 12 時時点における緑地上空の気温低減ポテンシャル算定結果を、




















表 8.1-1 12 時時点の土地被覆別の潜熱フラックスと蒸散量 








芝地 0.58 3.37E+11 13.17



















図 8.1-5 樹木の植栽後の緑地上空の気温低減ポテンシャル推移図 
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表 8.1-2 と図 8.1-5 は、単位面積当たりの気温低減ポテンシャルであるから、都市緑地












































































図 8.1-6 1km2の都市の中に 10ha の都市緑地を設置した場合の 
気温低減ポテンシャル推定結果図（造成後 15 年） 
第 8章 クールアイランド効果に配慮した都市緑地の整備計画立案支援モデルの検討 










・・・       (8-7) 









掛（(財)建設物価調査会、平成 14 年 8 月）4)により植栽工に関する標準的な歩掛りと、月
間積算資料（（財）経済調査会、平成 14 年 6 月）5)より、材料や人件費の標準単価を引用し、
推定した。また、水域は、該当する工事の歩掛りが収集できなかったため、石土池の設置
にかかる建設費より単位面積当たりのコストを推定した。表 8.1-3 に、樹林地と芝地に関













大項目 項目 数量 単位 大項目 項目 数量 単位
人件費 世話役 3.2 人 人件費 世話役 0.2 人
造園工 16.1 人 造園工 1.1 人
普通作業員 9.6 人 普通作業員 2.3 人
クスノキ 100 本 コウライシバ 100 m2
目土 2.7 m3
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表 8.1-3 と表 8.1-4 の基礎データより樹林地と芝地の植栽工を実施した場合の単位面積当
たりの設置コストを算定すると、樹林地 20,253 円･m-2、芝地が 10,089 円・m-2と計算された。
次に、水域の単位面積当たりの設置コストであるが、高知県南国土木事務所にヒアリング




水域の単位面積当たりの設置コスト(円/m2) ＝ 総事業費（円）/ 調整池面積（m2） 
 ＝ 35.7(億円)/ 25(ha) 
 ＝ 14,280 円･m-2 
上記の算定結果を整理すると、都市緑地の造成コストは、各土地被覆面積の関数として表
現することができる。芝地面積を x1、水面面積を x2、樹林地面積を x3とした場合の都市緑
地の造成コスト関数（C）は式（8-8）のとおり表現できる。 
 












( ) 321321 202531428010089,, xxxxxxC ++= 　
表 8.1-4 樹林地と芝地に関連する材料費、人件費（平成 14 年 6 月調査） 
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制約条件を満足する範囲を bdce。また、環境質 A の効用関数 Fa(x)、その効用を満足する
範囲を abfg、環境質 B の効用関数 Fb(x)、その効用を満足する範囲を ahic、環境質 C の効
用関数を Fc(x)、その効用を満足する範囲を ajkc と仮定する。この場合の、コストを満足
し、すべての環境質の効用を満足させる土地被覆の組み合わせは、図中のグレーで囲まれ
た矩形範囲 lmge である。なお、環境質 ABC の重さが同等とあれば、矩形中でコストと環境
質の両面の効用を最大にする土地被覆の組み合わせは、三角形 lmn の中心 P である。 
仮に、1km の区画内に広さ 10ha の都市緑地整備を実施する仮定し、その整備予算限度 14
億円、環境目標を 15 年後 1.2℃低下と設定した場合を例として、土地被覆の組み合わせを
試験的に検討する。 
図 8.2-2 に、整備予算限度 14 億円と環境目標 1.2℃を満たす土地被覆の面積率を表した




ールアイランド効果 15 年後 1.2℃低下の条件を満たす土地被覆で最も造成コストの低い土
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地被覆の組み合わせは、点 Q（x1,x2,x3）=(79,21,0)であり造成コストは 11.0 億円である。
また、グレーの範囲内で両関数との距離が最大となる R 点（x1,x2,x3）=(81,0,19)は、費用
対効果の視点から15年後の気温1.2℃低下を実現する最適な土地被覆の組み合わせであり、























ある。先ほどの事例で、仮に 10ha の検討対象範囲内に 2ha の公共水面がある場合を検討す
る。その場合の造成面積は 8ha であり、水域 20%以上の制限条件が付加される。この場合の、
三角ダイヤグラムは図 8.2-3 になり、Deg(x1,x2,x3,15)>=1.2℃と C’(x1,x2,x3)<=14 億円の
両関数との距離が最大となる R’点（x1,x2,x3）=(30,20,50)は、最適な土地被覆の組み合わ






図 8.2-2 整備予算限度 14 億円と環境目標 1.2℃の気温低下を満たす土地被覆の面
積率を表した三角ダイヤグラム 
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図 8.2-3 水域 2ha を維持したまま、整備予算限度 14 億円と環境目標 1.2℃の気温
低下を満たす土地被覆の面積率を表した三角ダイヤグラム 
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m-2)、植生で覆われた水面（163～250W･m-2）、水深 50cm の水面（約 230W･m-2）、水深 1m
の水面（99W･m-2）の順となっている。樹林地は、水面と比較して固定的でなく樹木が
年々成長するためクールアイランド効果が大きくなる特性を有している。これにより、
20 年後の潜熱フラックスを予測すると、現在と比較して 24％増の 582W･m-2と予測さ
れる。20 年間のクールアイランド効果の総量を比較すると、浅い(水深 50cm)水面を 1
とした場合、植生で覆われた水面 0.92-1.41、水深 1m の水面は 2.30、芝地は 0.57、
樹林地は 0.39 と計算された。このことから、都市の不浸透域の増大による気温上昇
の緩和するための手段としては、樹林地と同じクールアイランド効果を求める場合、




















のない場合と比較して、1.2 倍から 1.5 倍潜熱フラックスは上昇する。 
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表 8.4-1 公園費用対効果分析マニュアルで提示している環境価値の種類 
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)(3
2
21 xIadaAaV −++=  ・・・ (8-10) 
ここで、U は効用、V は効用関数の確定項、εは効用関数の確率項、A は公園の規模（m2）、


















)exp()exp()ln(exp(1 0 ba VVVS λλλλ ++=  ・・・ (8-12) 
ここで、V0は、公園を利用しないことの効用である。 
なお、周辺に対象公園と競合する公園がまったく存在しない場合は、 
000 ==VS  ・・・ (8-13) 
であり、周辺に競合する公園が複数個存在する場合は、 
)exp()exp()ln(exp( 10 nn VVVS +++= ・・・・・  ・・・ (8-14) 
4) 世帯便益 EV の計算 
公園が存在することによる世帯便益 EV（円･month-1）は、次式で算出される。 
p
SEV nn 1S −−=  ・・・ (8-15) 
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ら６箇所の公園と設定した。表 8.4-3 に競合公園の諸元を示す。 
マニュアルにしたがって算出した各種環境効果の価値は単年度ベースで、利用価値が7303








図 8.4-1 都市緑地の環境経済価値における熱環境緩和価値の位置づけ 
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態がそのまま継続するとして、クールアイランド効果は夏季（7 月から 9 月まで）均一に継
続すると仮定して試算していく。 










































表 8.4-4 多摩中央公園のクールアイランド効果による環境経済価値の推移 
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現在価値で現況の約 6962 万円から 50 年後には 17.8%増の 8511 万円と増加した。この効果
による価値は、前述の利用価値や環境価値と匹敵する額である。以上の環境価値の計算結
果より、多摩中央公園の費用対便益の分析を試行的に実施した。分析に当たっては、評価
年度を 50 年と設定し、割引率を 4%と設定して実施した。表 8.4-5 に多摩中央公園における


















現在 347,009,219 69,616,651 422,287,693 34,010,000
50年後 48,828,575 11,562,639 4,785,636
合計 7,801,525,317 1,752,662,614 422,287,693 764,619,099  
表 8.4-5 多摩中央公園における費用対効果分析結果 
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された公園である。表 9.1-1 に NPO 法人フュージョン長池の活動内容を示す。 
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大した。1999 年 12 月に法人格を取得し、現在約 350 人が参加し、年間総事業費は約 1000 
万円、事務局員は 3 名で運営している。 
このNPOは、暮らし全般をカバーする「暮らしの支援事業」として、表 9.1-1 のような活
動を行っている。現在、本NPO団体は住都公団に対し、長池公園の公園管理運営の委託につ














































表 9.1-1 NPO 法人フュージョン長池活動内容 1) 
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託サービス部分」より構成されている。1999 年度は連邦政府から 2,035.7 万ドル予算が提
供され、それ以外入館料の一部が一般会計として約 1,000 万ドル計上されている。ナショ
ナル･パーク･サービス発行の資料によると、1999 年 8 月現在レンジャーは通常 605 人在籍
しており、繁忙期である夏季には 831 人（＋226 人）に増員される。ヨセミテ公園におけ




図 9.1-1 米国ヨセミテ国立公園管理体制 
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の提唱により構想され、1858 年の着工から約 20 年の歳月を経て完成した都市型公園であ
る。今や世界の経済の中心地であるマンハッタンの中心に位置するこの公園は、南北 4km、
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ーク市公園管理局（City of New York Department of Parks and Recreation）との契約の
もと、セントラルパークを管理している NPO として、セントラルパーク管理委員会



















セントラルパークを管理する上での実施決定手順を図 9.1-3 に示す。 
図 9.1-2 セントラルパーク管理委員会の業務内容 
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図 9.1-3 セントラルパークにおける管理運営業務の意思決定手順 
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わが国における環境教育の必要性の討論は、1993 年の環境基本法やこれに基づく 1994 年
策定の環境基本計画の決定を受けて“環境教育の必要性”や“その具体的推進方策”につ
























第 9章 クールアイランド効果を保全するための 
持続的・自立的な都市緑地の環境管理・経営モデルの提案 



















①　環境の意識化 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
②　感受力 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎
③　想像力 ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎
①　環境資源発見 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎
②　情報収集・調査 ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
③　情報処理 ○ ○ ○ ◎ ○
④　分析・課題発見 ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎
⑤　ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・表現 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎
①　生態系・多様性 ○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ○
②　関係性・相互依存 ○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○
③　循環・平衡 ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○
④　社会経済ｼｽﾃﾑ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○















































































































































































































































表 9.1-2 環境学習教材の内容一覧表（国営木曽三川公園）4) 
◎：重要な活動 ○：関連がある活動
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表 9.1-3 環境教育プログラム（武蔵丘陵公園）5) 
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図 9.2-1 クールアイランド効果を機能させる都市緑地の環境管理手法（ロジック･フロー） 
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表 9.2-1 植物管理の年間の標準スケジュール 6) 
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図 9.2-3 NPO(都市緑地管理委員会)の業務内容 
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表 9.2-2 学習者の要求度とプログラムの目標 7) 
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み入れて PCM 手法を適用して総合的に検討した。 
 
9.3.1 PCM 手法の概要と実施手順 
















図 9.3-1 PCM 手法の概念図 
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9.3.1.2 PCM 手法を適用した参加型計画手法策定の手順 
PCM 手法を適用した関係者参加型のプロジェクト計画立案の手順は、図 9.3-2 に示すよう
に分析段階（関係者分析、問題分析、目的分析、プロジェクトの選択）と立案段階（プロ
ジェクト選択、PDM の作成、活動計画表の作成）から構成される。 
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ニュータウンである。広さ 56ha、計画居住人口は 3,644 人であり、パークタウンの西部、
北部、東部の３方向は小高い山に囲まれ、南部は広さ約 25ha の雨水調整地（石土池）が分
布しているなど、周辺地域とは気候的に隔離された環境となっている。 









図 9.3-2 PCM 手法による参加型計画策定手順 
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石土池を対象として、2002 年 4 月から 2004 年 2 月まで２ヵ年にわたり COD、BOD、
T-N、T-P の水質環境 4 項目について計測した。水質調査により、石土池の水質環境は以下
に示す特性を持っている。 
① COD はおおよそ 2 mg･l-1から 4.5 mg･l-1の計測値を推移している。冬季におけるホ
テイアオイの枯死による水質悪化要因の増加を考えても、石土池の COD は年間を通
して良質な状態を維持している。 
② BOD は 1 年を通して、2 mg･l-1から 4 mg･l-1である。この数値は、アユの棲息限界と
言われている 3 mg･l-1と比較して同程度及び限界以上である。 
③ T-P は、すべての観測時期で 1 mg･l-1を超えており、春季や夏季においては 3 mg･l-1
と非常に高い結果となった。なお、T-P は、1 年を通して約 0.05 mg･l-1程度である。 
石土池における水質測定の結果、環境省が行っている指定湖沼の水質状況と比較すると、
COD に関しては年平均で 3.15mg･l-1であり上位 4 番目に位置する琵琶湖（南湖）、T-N は年
平均 2.06 mg･l-1であり富栄養湖で有名な印旛沼、T-P は年平均 0.05 mg･l-1であり宍道湖・
中海レベルとそれぞれほぼ同程度であることが示された（表 9.3-1）9)。 
平成 14 年の調査結果と比較すると、ホテイアオイの面積が平成 14 年度から平成 15 年度
にかけて約 33%増加したにかかわらず、T-N や T-P の観測地が逆に減少した結果となった（表
9.3-2）。石土池が平成 2 年に従来の池を拡張する際に、周辺の湿田を掘削した。一般に、
湿田は高濃度に T-P や T-N が集積しており、石土池においても過去に湿田であった地域か
ら年月をかけて T-N、T-P が少しずつ染み出してきていることが考えられる。これに対し、
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年 8 月の各被覆の池全体に占める面積率は、ハスが 34％、ホテイアオイが 8％、ヒシ・ガ












平成14年度調査 2.89 3.08 0.102
平成15年度調査 3.15 2.06 0.05
表 9.3-2 石土池の水質（平成 14 年～平成 15 年） 
T-P T-N COD
（mg/L) （mg/L) (mg/L)
野尻湖 0.005 0.12 1.80
釜房ダム貯水池 0.015 0.63 1.90
琵琶湖（北湖） 0.008 0.30 2.70
琵琶湖（南湖） 0.019 0.40 3.10
石土池 0.050 2.06 3.15
宍道湖 0.047 0.56 4.50
中海 0.063 0.61 5.00
諏訪湖 0.051 0.95 6.00
霞ヶ浦 0.110 0.99 8.10
児島湖 0.190 1.60 8.20
印旛沼 0.120 2.20 10.00
手賀沼 0.260 3.20 14.00  
表 9.3-1 全国の湖沼との水質の比較 
注：平成１２年（石土池のみ平成１５年） 
全国湖沼資料集＜第 14 集＞より作成 
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題を「原因-結果」の関連で整理し体系化し、問題分析の関係図を図 9.3-3 に示した。 
被覆面積（ha） 
湖面被覆 
4 月 23 日 6 月 22 日 8 月 21 日 10月 31日 12 月 9 日 2 月 11 日 
ホテイアオイ 2.688 2.292 2.922 4.648 4.682 3.711 
ハス 4.784 6.988 8.049 5.275 2.464 4.240 
ヒシ+ガガブタ  4.677 6.454 5.371  
湿地帯 0.489 0.565 0.477 0.527 0.379 0.490 
水面 15.757 9.196 5.816 7.897 16.193 15.276 
石土池 湖面面積合計 23.718 
表 9.3-3 石土池の植生被覆面積（2003 年） 
※ 灰色は枯死したもの
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図 9.3-6 に、石土池の水界生態系環境改善のための目的分析の体系図を示す。 
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図 9.3-4 石土池の水界生態系改善手段の概念図 
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図 9.3-7 石土池の水界生態系環境の改善アプローチの体系図（ロジック･フロー） 
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 PDM（案）
プロジェクト名： 石土池水質浄化生態系保護プロジェクト（ 期間： 2005年～ Ver.No.： 1.0
対象地域： 高知県南国市十市パークタウン 作成日： 2005/01/12
スーパーゴール：生物多様性を有し地球環境に貢献する
ﾀｰｹﾞｯﾄ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ： 十市パークタウン住民
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PDM（案）
プロジェクト名： 石土池景観保護プロジェクト（仮称） 期間： 2005年～ Ver.No.： 1.0
対象地域： 高知県南国市十市パークタウン 作成日： 2005/01/12
スーパーゴール：石土池の生態景観を向上させる
ﾀｰｹﾞｯﾄ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ： 十市パークタウン住民
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理における役割分担を表 9.3-4 に示す。運営フレームは、図 9.2-2 のコンセプトに従い、
池の開発・管理にかかわる許認可と予算管理を行政側が、維持管理の具体的な企画・立案
第 9章 クールアイランド効果を保全するための 
持続的・自立的な都市緑地の環境管理・経営モデルの提案 






















































街路樹の枝打ち NPO（大学） NPO（大学） 地元住民によるボランティア
遊歩道の下草刈り NPO（大学） NPO（大学） 地元住民によるボランティア














表 9.3-4 石土池の環境維持管理における役割分担 
 
図 9.3-10 石土池の環境を維持管理していくための運営フレーム 
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図 9.4-1 環境経営モデル提示の必要性 
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図 9.4-2 都市緑地運営モデルの検討手順 
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図 9.4-3 クールアイランド効果に対する住民の支払い意思額（WTP）の推定手順 
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ので、春季は暖房に関する内容で 1 月上旬に発送し，2 月中旬に回収、夏季は冷房に関する



















図 9.4-4 室内伝熱モデルの概要 
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天井：外気温×1.56-冷房設定温度 ・・・・・ (9-2) 
外壁：外気温×1.406-冷房設定温度 ・・・・・ (9-3) 




AgrksIgrqgr ××=  ・・・・・ (9-5) 
ここで、qgr：ガラス面通過日射熱量(kcal･hr-1)、Igr：ガラス面の日射熱量（kcal･m-2･hr-1)、
ks：遮蔽係数（0.62=一定）、Agr：ガラス面積（m2） 
算出に当たっては、2004 年 9 月 2 日に石土池で観測した全天放射量を基本とし、家屋が












表 9.4-1 冷房設定温度とその回答率(N=75) 
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∑ ×= tPowPowC timedef cos_  ・・・・・ (9-12) 
ここで、C_Powdef：冷房機器の設定温度 def のときの電気料金(円)、cost：1kW あたりの
電気料金（25 円=一定）である。 
 
















 ・・・・・ (9-13) 
ここで、WTP：都市緑地を設置することによる冷房使用料金削減量（円）、WTPnorm：都市緑
地が無い状態の冷房使用電気料金（円）、WTPpark：都市緑地を設置した場合の冷房使用電気
料金（円）、Perdef：アンケート結果による def 温度のときの選択率（％） 
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9.4.3 クールアイランド効果を機能させるための環境コストの推定 
都市緑地の環境コストは、次式で推定する。 












敷地内除草 ・・・・ 4 回/年 
芝生刈込 ・・・・ 4 回/年 
かん水 ・・・・ 10 回/年 
芝生施肥 ・・・・ 2 回/年 
 
● 樹林地 
樹林地下草刈り ・・・・ 4 回/年 
除伐・つる切 ・・・・ 0.5 回/年 
かん水 ・・・・ 5 回/年 













大項目 項目 数量 単位 大項目 項目 数量 単位
人件費 普通作業員 1.0 人 人件費 普通作業員 1.0 人
大項目 項目 数量 単位 大項目 項目 数量 単位
人件費 普通作業員 0.5 人 人件費 普通作業員 1.0 人
2% 労務費の2% 5% 労務費の5%
大項目 項目 数量 単位 大項目 項目 数量 単位
人件費 普通作業員 0.5 人 人件費 普通作業員 0.50 人
2% 労務費の2% 5% 労務費の5%
大項目 項目 数量 単位 大項目 項目 数量 単位
人件費 普通作業員 0.5 人件費 普通作業員 0.5








表 9.4-2 各管理項目の標準歩掛 
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なお、維持管理に必要な人件費と材料費については、月間積算資料（（財）経済調査会、











19.11 円･m-2、水面 6.8 円･m-2、樹林地 12.85 円･m-2となった。都市緑地の維持管理コストの
総計 Mc は、芝地面積を x1、水面面積を x2、樹林地面積を x3とした場合、式（9-15）のとお
り表現できる。 
 
 ・・・・・ (9-15) 
 
表 9.4-3 遊歩道の除草に関する材料費、人件費（平成 14 年 6 月調査） 
( ) 321321 85.1280.611.19,, xxxxxxMc ++= 　
大項目 項目 数量 単位 備考
肥料 1320 円/20kg 普通化成
農薬 2000 円/5kg ﾃｿﾞﾚｰﾄA
人件費 普通作業員 15700 円/日
材料費
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必要としない NPO 型と、利潤を必要とする一般企業型の２通りに分け分析を行う。 
 
① 利潤を必要としない経営モデル・・・NPO を想定 




























図 9.4-6 に、都市緑地を整備することによる需要と供給の関係を示す。図 9.4-6 中の需要
と供給の均衡点である点Ｑは、社会的総余剰が最大となる土地被覆の組み合わせである。
 
図 9.4-5 都市緑地を整備することによる収入と支出の関係図 
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図 9.4-6 都市緑地を整備することの需要と供給曲線の関係図 
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● 1km 四方の区画内に、20ha のアスファルトで構成された未利用地を想定し、そこに
20ha の都市緑地を設置する 
● 1km 四方の区画内には 12,000 人が住居 
● 都市緑地の設置による効果は 1km 四方に住居する住民のみに享受され、その効果を維
持管理するために必要なコストは 1km 四方に住居する住民のみが負担する 















都市緑地の芝地面積を x1、水面を x2、樹林地を x3として、 
● 地球環境（CO2吸収効果） 
都市緑地設置により、地区の CO2排出量を 0.5%削減したい。 
0.00097x1+0.0001x2+0.0032x3 ≧ 50t 
● 景観 
地域住民が都市緑地に期待する効用を想定 
2.5 x1 – 3.0 x2 + 5.0 x3 ≧ 200,000 m2 














図 9.4-7 土地利用の改変シナリオ 
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低減効果算定式により境界層 100m と仮定して算定した。 
都市緑地を構成する芝地面積を x1(m2)、水面面積を x2(m2)、樹林地面積を x3(m2)とした場








321 106.1107.0103.1),,( xxxxxxTDegc •×+•×+•×= −−−  ・・・(9-16) 
次に、クールアイランド保全尾視点からの都市緑地に対する住民支払い意思額を都市緑地
の設置の有無による電気料金節約量と仮定し、9.4.1 項で示した算定手順により推定する。
表 9.4-4 に土地被覆の制限条件に対応する効用の最小値、最大値を示し、図 9.4-8 に、都




















10,000 5,000 12,500 0.36 215.14





表 9.4-4 土地被覆の制限条件に対応する効用の最小値と最大値 
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図 9.4-8 都市緑地の整備面積を 20ha と固定した場合の土地被覆面積率と 1km 四方の
気温低減ポテンシャルの関係 
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321 1057.81053.41027.1),,(1 xxxxxxMc •×+•×+•×= −−−  ・・・ (9-18) 
 
単年度に発生する都市緑地のコスト関数（C1）は、整備コストと管理コストを加えたもの
で示される。図 9.4-9 に、都市緑地の整備面積を 20ha と固定した場合の土地被覆面積率と
コストとの関係図を示す。 























図 9.4-9 都市緑地の整備面積を 20ha と固定した場合の土地被覆面積率とコストと
の関係図 
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表 9.4-5 直線ℓ上における土地被覆面積と気温低減ポテンシャル、コスト、支払い意思額の関係 
芝地(m2) 水面(m2) 樹林地(m2)
10,000 12,500 5,000 0.36 214.805 215.148
20,000 25,000 10,000 0.73 429.610 430.127
30,000 37,500 15,000 1.09 644.415 644.934
40,000 50,000 20,000 1.45 859.220 859.572
50,000 62,500 25,000 1.81 1074.025 1074.045
60,000 75,000 30,000 2.17 1288.830 1288.348
70,000 87,500 35,000 2.53 1503.635 1502.482


















図 9.4-10 検討シナリオにおけるコストと WTP の関係図 
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表 9.4-6 検討シナリオにおける限界コスト 
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この場合、需要と供給曲線の均衡点Ｑの時の土地被覆構成である芝地 3.0ha、樹林地 3.8ha、
水面 1.5ha により都市緑地を整備した場合、気温低下量が 1.088℃の効用が得られる。この
場合のクールアイランド効果保全の視点からの整備＋管理コストの総計は 774 万円であり、
都市緑地を経営することによる企業の利益は、図 9.4-11 中の CnQBnで囲まれた範囲であり、



























図 9.4-12 都市緑地のクールアイランド効果を経営対象とした環境経営モデルの方向性 
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③  NDVI と潜熱フラックスの関係の精度向上 
本論では、多摩中央公園に位置する３種類の樹木（胸高直径 16,20,25cm）を対象に熱環




第 9章 クールアイランド効果を保全するための 
持続的・自立的な都市緑地の環境管理・経営モデルの提案 


































得ることにより、図 9.4-9 に示す一般的な需要関数が導出することが可能と考えられる。 
 
（４） クールアイランド効果関数の精度向上 
図 9.4-13 住民に嗜好性を取り入れた効用曲線 
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図 9.4-14 気温の違いによる単位樹林地面積設置あたりの気温低下量の推移予想図 
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図 9.4-15 都市緑地の総合的な都市緑地経営モデルの概念図 
地 域 住 民 に 対 す る 都 市 緑 地 の 公 益 的 機 能 に 関 す る ア ン ケ ー ト
土 地 被 覆 の 制 約 条 件 の 設 定
熱 環 境 ： α 1 x 1 + β 1 x 2 + γ 1 x 3 = δ 1
防 災 ： α 2 x 1 + β 2 x 2 + γ 2 x 3 = δ 2
生 態 系 ： α 3 x 1 + β 3 x 2 + γ 3 x 3 = δ 3
・ ・ ・
公 益 的 機 能 に 対 す る 住 民 が
持 つ 効 用 関 数 の 設 定
熱 環 境 ： F 1 (x 1 ,x 2 ,x 3 )
防 災 ： F 2 ( x 1 ,x 2 ,x 3 )
生 態 系 F 3 (X 1 ,x 2 ,x 3 )
・ ・ ・
都 市 緑 地 の 各 種 公 益 的 機 能
・ 熱 環 境 緩 和 効 果
・ 防 災 効 果
・ 生 態 系 保 全 効 果
・ 地 球 環 境 保 全 効 果




都 市 緑 地 の 設 置 に よ る コ ス ト 関 数 の 設 定
整 備 コ ス ト 関 数 ： C c (x 1 ,x 2 ,x 3 )
管 理 コ ス ト 関 数 ： M c (x 1 ,x 2 ,x 3 )
コ ス ト 関 数 ： C c ( x 1 ,x 2 ,x 3 + M c (x 1 ,x 2 ,x 3 )
= C ( x 1 ,x 2 ,x 3 )
環 境 経 営 成 立 の た め の 実 現 シ ナ リ オ の 選 定
効 用 、 コ ス ト 関 数 分 析
気 温 低 下 量小 大
効 用
（ 円 ） 効 用 関 数
コ ス ト 関 数
限 界 効 用 、 限 界 コ ス ト 分 析
気 温 低 下 量小 大
金 額
（ 円 ） 限 界 コ ス ト
限 界 効 用
環 境 経 営 の 分 析 モ デ ル
都 市 緑 地 の 公 益 的 機 能 全 体 の 総 効 用 関
数 に よ る 経 営 モ デ ル の 検 討
総 効 用 関 数 ： F (気 温 、 生 態 、 防 災 、 景 観 ・ ・ ・ ）
限 界 効 用 ： F ’ (気 温 、 生 態 、 防 災 、 景 観 ・ ・ ・ ）
個 別 の 公 益 的 機 能 の 均 衡 点 分 析 の 組 み 合 わ せ に よ る 経 営 モ デ ル
の 検 討
気 温小 大
限 界 コ ス ト
限 界 効 用
生 態 系小 大
限 界 コ ス ト
限 界 効 用 ● ● ●
都 市 緑 地 の 各 種 公 益 的 機 能 を 踏 ま え た 環 境 経 営 の 検 討
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図 10.1-1 都市緑地を対象としたクールアイランド効果の評価手順 
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・ 樹林地と同じクールアイランド効果を求める場合、樹林地面積の 1.5 倍の芝地面積、
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